
山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

三
七



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

三
八



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

三
九

３
　
山
梨
県
営
温
泉
事
業



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
〇



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
一



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
二



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
三



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
四



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
五



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
六



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
七

４
　
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
八



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

四
九



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
〇



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
一



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
二



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
三

５
　
山
梨
県
営
病
院
事
業



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
四



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
五



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
六



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
七



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
八



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

五
九



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

六
〇



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

六
一

6
監
査
委
員
の
意
見

平
成
21年

８
月
６
日

山
梨
県
知
事
　
横
　
内
　
正
　
明
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
戸
　
　
島
　
　
義
　
　
人

同
　
　
　
　
　
　
　
中
　
　
込
　
　
孝
　
　
元

同
　
　
　
　
　
　
　
土
　
　
屋
　
　
　
　
　
直

同
　
　
　
　
　
　
　
棚
　
　
本
　
　
邦
　
　
由

平
成
20年

度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算
審
査
に
つ
い
て

地
方
公
営
企
業
法
第
30条

第
2項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
、
平
成
20年

度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算
審
査
の
結
果
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

Ⅰ
審
査
の
対
象

平
成
20年

度
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

六
二

平
成
20年

度
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

平
成
20年

度
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

平
成
20年

度
山
梨
県
営
病
院
事
業
会
計

Ⅱ
審
査
の
手
続

平
成
20年

度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算
審
査
に
あ
た
っ
て
は
、
各
事
業
が
地
方
公
営
企
業
法
そ
の
他
関
係
法
令
に
基
づ
い
て
、
常
に
経
済
性
を
発
揮
し
、
本
来
の
目
的
で
あ
る
公
共
の
福
祉
を
増

進
す
る
よ
う
運
営
さ
れ
て
い
る
か
、
決
算
書
類
が
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
か
等
に
つ
い
て
、
検
証
す
る
た
め
、
決
算
書
、
決
算
附
属
書
類
、
諸
帳
簿
及
び
証
拠
書
類
等
に
つ

い
て
照
査
し
、
関
係
職
員
か
ら
説
明
を
求
め
、
さ
ら
に
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
を
参
考
に
し
て
審
査
を
行
っ
た
。

Ⅲ
審
査
の
結
果
及
び
意
見

各
事
業
会
計
ご
と
の
審
査
の
結
果
及
び
意
見
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
会
計
に
お
い
て
述
べ
る
と
お
り
で
あ
る
。

（
1
）
平
成
2
0
年
度
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計

意
　
　
　
　
　
　
　
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
概
ね
良
好
に
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

平
成
20年

度
の
経
営
状
況
は
、
6億
2,414万

9,200円
の
純
利
益
を
上
げ
て
い
る
。

前
年
度
に
比
べ
1億
7,859万

3,200円
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
経
常
収
支
比
率
は
120.9％

で
あ
り
健
全
な
経
営
に
努
め
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
。

平
成
20年

度
の
純
利
益
が
前
年
度
よ
り
増
加
し
た
の
は
、
年
間
を
通
し
て
効
率
的
な
取
水
が
確
保
で
き
た
こ
と
や
、
琴
川
第
三
発
電
所
の
運
転
再
開
等
に
よ
り
、
供
給
電
力
量
が
上
昇
（
対
前
年
度
比

112.7％
）
し
、
電
力
料
収
益
が
増
加
し
た
こ
と
や
、
営
業
費
用
・
支
払
利
息
等
の
経
費
の
圧
縮
が
な
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

公
営
電
気
事
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
電
力
小
売
り
の
部
分
自
由
化
や
、
将
来
的
に
は
電
力
の
全
面
自
由
化
も
検
討
さ
れ
て
お
り
、
今
後
、
ま
す
ま
す
厳
し
い
状
況
が
予
想
さ
れ
る
。

電
気
事
業
の
経
営
に
あ
た
っ
て
は
、
引
き
続
き
既
存
発
電
所
の
改
良
や
修
繕
を
計
画
的
に
進
め
、
経
営
の
効
率
化
を
図
る
と
と
も
に
、
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る
水
力
発
電
の
安
定
供
給
や
新
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
に
一
層
努
力
さ
れ
る
こ
と
を
望
む
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
地
域
振
興
事
業
に
対
す
る
長
期
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、
平
成
20年

度
に
4,052万

4,475円
が
返
済
さ
れ
た
も
の
の
、
そ
の
残
高
は
62億

9千
万
円
余
と
依
然
と
し
て
多
額
で
あ
る
。

地
域
振
興
事
業
が
抱
え
る
多
額
の
累
積
欠
損
金
、
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
に
伴
う
修
繕
費
用
の
増
加
等
の
要
因
を
考
慮
す
る
と
長
期
貸
付
金
の
完
済
に
は
相
当
な
期
間
を
要
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

今
後
も
、
長
期
貸
付
金
の
管
理
を
適
切
に
行
い
、
残
高
の
削
減
が
着
実
に
図
ら
れ
る
よ
う
対
応
さ
れ
た
い
。

（
2
）
平
成
2
0
年
度
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

意
　
　
　
　
　
　
　
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
概
ね
良
好
に
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

平
成
20年

度
の
経
営
状
況
は
、
2,213万

3,728円
の
純
利
益
を
上
げ
、
前
年
度
に
比
べ
163万

2,943円
の
増
と
な
り
、
経
常
収
支
比
率
に
つ
い
て
は
117.1％

と
前
年
度
を
6ポ
イ
ン
ト
上
回
り
、
健
全

な
経
営
に
努
め
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
。

こ
れ
は
、
温
泉
事
業
で
支
弁
す
る
職
員
が
1名
減
に
な
っ
た
こ
と
や
、
加
熱
費
、
調
査
委
託
費
な
ど
営
業
費
用
の
減
少
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
五
号
　
　
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

六
三

し
か
し
な
が
ら
、
宿
泊
者
数
の
減
少
な
ど
に
よ
り
給
湯
量
・
温
泉
供
給
収
益
が
低
下
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
給
湯
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
送
湯
管
・
配
湯
管
の
敷
設
替
工
事
な
ど
の
投
資
も
引
き
続
き
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
今
後
の
経
営
環
境
に
つ
い
て
楽
観
視
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

温
泉
事
業
の
経
営
に
あ
た
っ
て
は
、
地
元
市
等
へ
の
事
業
移
管
の
検
討
を
含
め
、
中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
経
営
の
合
理
化
、
事
業
の
効
率
化
に
な
お
一
層
努
め
る
と
と
も
に
、
温
泉
資
源
の
保
護

と
地
域
振
興
に
更
に
寄
与
す
る
こ
と
を
望
む
も
の
で
あ
る
。

（
3
）
平
成
2
0
年
度
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

意
　
　
　
　
　
　
　
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

平
成
16年

4月
か
ら
指
定
管
理
者
制
度
及
び
利
用
料
金
制
の
導
入
に
よ
り
、
民
間
企
業
の
参
画
を
得
た
新
た
な
経
営
・
運
営
体
制
が
発
足
し
た
。
利
用
者
数
は
前
年
度
に
比
べ
て
施
設
全
体
で
は
6,837

人
の
減
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
主
に
レ
ス
ト
ラ
ン
事
業
部
門
の
3,519人

の
減
に
よ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
丘
の
公
園
の
主
力
で
あ
る
ゴ
ル
フ
事
業
は
、
1,154人

の
増
で
あ
っ
た
。

営
業
収
益
は
指
定
管
理
者
か
ら
の
納
入
金
等
1億
5,000万

4,054円
で
あ
り
、
営
業
費
用
は
減
価
償
却
費
や
借
地
料
等
2億
2,833万

2,077円
と
な
っ
た
。

こ
の
結
果
、
営
業
損
失
は
7,832万

8,023円
で
は
あ
る
が
、
そ
の
額
は
昨
年
度
よ
り
1,131万

3,606円
圧
縮
さ
れ
た
。
ま
た
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
に
よ
る
長
期
借
入
金
及
び
設

備
改
良
費
の
返
済
が
可
能
と
な
っ
た
。

営
業
損
失
が
削
減
さ
れ
つ
つ
あ
る
と
は
い
え
、
当
年
度
純
損
失
は
7,892万

4,200円
を
計
上
し
、
当
年
度
未
処
理
欠
損
金
は
、
32億

3,410万
4,192円

と
依
然
と
し
て
多
額
で
あ
る
。

厳
し
い
経
営
状
況
が
続
く
中
、
多
額
の
累
積
欠
損
金
や
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
に
伴
う
修
繕
費
用
の
増
加
等
の
要
因
を
考
慮
す
る
と
、
長
期
借
入
金
の
完
済
に
は
相
当
な
期
間
を
要
す
る
も
の
と
思
わ

れ
る
。

今
後
も
、
長
期
借
入
金
の
返
済
計
画
を
着
実
に
実
現
し
残
高
の
削
減
を
図
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、
様
々
な
角
度
か
ら
地
域
振
興
事
業
の
今
後
の
在
り
方
や
事
業
の
継
続
性
に
つ
い
て
検
討
す
る
な
ど
、

適
切
に
対
応
す
る
こ
と
を
望
む
も
の
で
あ
る
。

（
4
）
平
成
2
0
年
度
山
梨
県
営
病
院
事
業
会
計

意
　
　
　
　
　
　
　
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
病
院
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

病
院
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

平
成
20年

度
の
病
院
事
業
全
体
の
経
営
状
況
は
、
9億
9,377万

1,432円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
る
が
、
平
成
19年

度
よ
り
5億
5,174万

7,167円
赤
字
が
減
少
し
て
い
る
。
赤
字
減
少
の
主
な
原
因
は
、

入
院
患
者
数
が
増
え
た
こ
と
な
ど
に
伴
い
医
業
収
益
が
5億
8,006万

4,965円
増
加
し
た
こ
と
、
及
び
給
与
費
、
減
価
償
却
費
、
研
究
研
修
費
等
の
減
に
よ
リ
医
業
費
用
が
6,591万

3,233円
減
少
し
た
た

め
で
あ
る
。

平
成
20年

度
の
赤
字
の
原
因
は
、
医
業
収
益
は
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
中
央
病
院
建
設
に
伴
う
減
価
償
却
費
が
引
き
続
き
多
額
で
あ
る
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
46億

827万
2,655円

は
、
中
央
病
院
の
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
、
高
度
特
殊
医
療
等
の
経
費
や
企
業
債
償
還
金
に
充
当
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
中
央
病
院
に
お
い
て
は
、
平
成
15年

度
以
前
に
取
得
し
た
機
械
備
品
の
減
価
償
却
費
の
一
部
に
計
上
漏
れ
が
あ
っ
た
こ
と
等
に
よ
り
、
過
年
度
に
係
る
費
用
の
修
正
1億
4,860万

8,478円
を
計

上
す
る
と
と
も
に
、
平
成
18年

度
及
び
平
成
19年

度
に
お
け
る
医
師
の
時
間
外
勤
務
手
当
の
未
払
金
1億
2,735万

8,692円
を
支
給
し
、
今
決
算
で
過
年
度
損
益
修
正
損
と
し
て
処
理
し
て
い
る
。
今
後
は
、

経
理
事
務
の
見
直
し
や
チ
ェ
ッ
ク
体
制
の
強
化
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

ま
た
、
中
央
病
院
の
平
成
20年

度
末
現
在
の
患
者
負
担
金
の
未
収
金
は
、
4億
1,571万

247円
で
あ
り
、
平
成
19年

度
よ
り
161万

8,351円
減
少
し
た
も
の
の
引
き
続
き
多
額
で
あ
っ
た
。
未
収
金
解
消
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に
向
け
て
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、
弁
護
士
法
人
に
未
収
金
回
収
業
務
を
委
託
す
る
な
ど
の
新
た
な
対
策
を
講
じ
て
い
る
が
、
引
き
続
き
努
力
を
望
む
も
の
で
あ
る
。

今
後
の
経
営
見
通
し
は
、
毎
年
度
生
じ
る
多
額
の
減
価
償
却
費
や
、
急
速
な
高
齢
化
に
伴
い
医
療
費
を
抑
制
す
る
医
療
制
度
改
革
な
ど
一
層
厳
し
い
状
況
が
続
く
も
の
と
考
え
ら
れ
、
平
成
14年

度
か

ら
平
成
20年

度
ま
で
連
続
7年
間
赤
字
決
算
で
あ
り
、
累
積
赤
字
が
146億

3,216万
3,558円

と
な
っ
て
い
る
こ
と
や
病
床
利
用
率
が
低
迷
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
非
常
に
厳
し
い
状
況
に
あ
る
と
考
え

ざ
る
を
得
な
い
。
経
営
改
善
に
あ
た
っ
て
は
、
部
門
別
の
損
益
を
把
握
す
る
中
で
、
適
切
な
経
営
管
理
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

今
後
は
、
国
の
「
公
立
病
院
改
革
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
受
け
て
、
経
営
の
効
率
化
、
再
編
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
、
経
営
の
見
直
し
の
3つ
の
視
点
に
立
っ
て
平
成
21年

3月
に
策
定
し
た
「
山
梨
県
立
病

院
改
革
プ
ラ
ン
」
を
着
実
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
向
上
と
経
営
基
盤
の
強
化
を
目
指
し
て
平
成
22年

4月
に
発
足
す
る
「
地
方
独
立
行
政
法
人
山
梨
県
立
病
院
機
構
」
へ
の

移
行
を
、
法
令
及
び
会
計
基
準
等
に
定
め
ら
れ
た
諸
条
件
を
満
た
し
た
上
で
遅
滞
な
く
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
県
民
医
療
の
中
心
的
役
割
を
担
う
基
幹
病
院
と
し
て
、
県
民
の
期
待
に
十
分
応
え
る
よ

う
一
層
の
努
力
を
望
む
も
の
で
あ
る
。


